
❶大学

（別紙２）

A 例年を上回る良い状況

B 通常の範囲内

C 要経過観察

D 改善を要する

評価 進捗状況 公表状況

完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

未着手

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

自己点検・

評価委員会

原田 C 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

危機管理委

員会

原田 A 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

～5月末まで

部局名 委員長 議長

自己点検・評価（Check） 改善計画・アクションプラン（Plan） 内部質保証推進組織による

概括 所見または提言、助言、指示等
改善課題（Action）

課題／改善目標

内部質保証

推進委員会

原田 C

本年度に設置された内部質保

証システムを駆動させる委員

会であり、予定よりも少しの

遅れは生じているが順調に予

定をこなしている。

大学全体における内部質保証

システムの理解の浸透が必要

であるが1年目ということも

あり、実証実験的な側面も

あって定着には少し時間がか

かる見込みである。

内部質保証シート（附置施設・委員会等用）

当年度の重点目標

（学長／内部質保証推進委員会）

①2022年度は内部質保証システム構築後、初めての年度であることから、まずはPDCAサイクルを所期の計画通りに円滑に推進し、質保証に係る一定の成果を今年度末までに得られることを重点課題とする。

②教職員の本来業務や各部局等の通常業務に支障をきたさないことを大前提としながらも、各部局等において質保証の推進に必要な改善の取り組みを自律的に推進する。

③今年度の重点課題は、下記の上位の項目から優先するものとする。ただし、あらゆる課題を全てPDCAサイクルに乗せる必要はなく、重要性や年度内の解決可能性などを考慮して、取り組むべき課題を適切に取捨選択するものとする。

  　⑴各部局等において可及的速やかに処理しなければならない改善課題

 　 ⑵「自己点検・評価報告書2022」において示された改善課題

　  ⑶年次自己点検評価報告書において示された改善課題

  　⑷外部評価委員会で指摘された改善課題

 　 ⑸内部質保証に係る各種方針の実現

     ⑹ビジョン・中期計画を踏まえた目標の実現

　  ⑺新規制度等の実効性や有効性の検証

 　 ⑻その他

6月 第3週 ７月～翌年3月 翌年6月 第3週

状況計画の取組状況（Do） 取組状況の評価(Check)

期　限 方法・手順 具体的な取組状況 内部質保証推進組織による所見

大学及び各部局等において

PDCAサイクルが円滑に回るよ

うに適切に管理する。

2023年3月末 内部質保証シートを随時、確

認し、必要に応じてシートの

記入方法を改善し、また部局

等に助言・支援等を行う。

7月20日開催委員会

において承認

12月13日に第3回委員会を開催し、そ

の後の進捗状況を確認した。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

現行の内部質保証システムの適

切性について学内の意見を求め

る。

2023年3月末 教職員に対してアンケート調

査を実施する。

7月20日開催委員会

において承認

今年度、教職員に対してアンケート調

査を実施することができなかった。次

年度は担当事務局と協議し実施に向け

て時期と内容を検討する予定である。

教職員に対してアンケート調査を実施

することが求められる。

質保証について先進的な取組を

行う大学に、視察研修を実施す

る。

2023年2月末 教職員に対してアンケート調

査を実施する。

7月20日開催委員会

において承認

芝浦工大、岡山理科大、共愛学園前橋

国際大学、武蔵大学、日本体育大学に

のべ46名が視察に参加した。その成果

を報告書、報告会により周知した。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

コロナ対策会議についてはコロナ禍で

の各種制限事項の緩和とともに65回目

で一度休止とした。今後は状況を見な

がらの対応となる。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

内部質保証システムの整備が

完了したのは、2021（令和

3）年度末であり、本システ

ムが本格的に稼働するのは

2022（令和4）年度以降であ

る。よってその有効性や成果

を検証する作業は、次の年次

報告書に反映されることにな

る。現在、学校法人浪商学園

の100周年を機に、系列校が

足並みを揃えてビジョンを作

成することになり、大阪体育

大学も「大体大ビジョン

2031」を査定し、今後はそ

れをベースとした第6期中期

計画（2022～2026）を新し

く策定中である。中期計画の

達成状況に関しては、これを

毎年点検・評価するシステム

を稼働させる予定である。

大学基準協会が定めた評価項目

に基づき、年次報告書の作成を

行う。

2023年3月末 担当部局への原稿作成依頼を

行う。

7月20日開催委員会

において承認

今年度は「大体大ビジョン2031」を策

定し、第6期中期計画（2022～2026）

を実行に移した。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

これまで本学では制度的な内

部質保証システムが充分に機

能しておらず、したがって自

己点検・自己評価も縦断的か

つ横断的な対応が不足してい

た。よって今後は、内部質保

証のシステム稼働とともに、

定期的・系統的な自己点検・

自己評価を実施する予定であ

る。

大学において発生する様々な

事象に伴う危機に迅速かつ的

確に対処するために設置され

た委員会だが、2019年にコ

ロナウイルスへの危機管理と

して対策本部が設置された。

それ以降、60回を超える会

議が開催され、学内の安全確

保に努めている。

今後、コロナウイルスとの共

存を図りながら、継続して対

策本部を設置し安全確保に努

めていく。

引き続き危機に対応できる体制

づくりに注力する。

2023年3月 危機には感染症以外に自然災

害や火災事故、テロ事件、ス

ポーツ事故の他、突発的な事

件や事故が含まれるため、

「備えよ常に」の精神を堅持

し、対応できる体制づくりに

勤しむ。

7月20日開催委員会

において承認
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❶大学

ＩＲ委員会

土屋 B 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

全学予算委

員会

原田 B 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

全学ＦＤ委

員会

原田 C 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

B 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

  -研究倫理

教育推進部

会

下河内 B 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

本学でもようやくＩＲ委員会

を設置することができ、規程

に基づき活動を始めることが

できた。今後は全体構想を描

きながら内部質保証推進委員

会といかに連携しうるかにつ

いて検討し、実働を図ること

が課題となっている。

課題／改善目標は以下の4点で

ある。

①内部質保証推進委員会と連携

し、各委員会や部局に対して、

自己点検評価の基礎資料となり

うる情報を提供できる人的・物

理的システムの構築。

②ファクトブックの作成。

③学部横断的、あるいは他大学

との比較可能な新たなデータ収

集のための方策の検討。

④上記活動に対するIR委員会と

しての点検評価。

2022年3月末 内部質保証推進委員会の定め

るタイムスケジュールに沿っ

て各委員会ならびに部局に対

してどのようなデータや情報

が必要であるかを聴き取り、

必要に応じてそれらをファク

トブックとして提供しながら

活動を行っていく。

7月20日開催委員会

において承認

①内部質保証推進委員会と連携し、各

委員会や部局に対して、自己点検評価

の基礎資料となりうる情報を提供でき

る人的・物理的システムの構築ならび

に②ファクトブックの作成までは実施

できた。またリアセックによる学生教

育の経時的変化をモニタリングするシ

ステムも稼働できた。今後は、これら

のデータに基づき、③学部横断的、あ

るいは他大学との比較可能な新たな

データ収集のための方策の検討および

④上記活動に対するIR委員会としての

点検評価が課題となっている。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

全学予算委員会において、令和5年度の

予算が認められたが、大学の資金収支

が悪化する中で、予算の抜本的な見直

しが急務とされる。令和5年度は種々の

タスクフォースを立ち上げ、予算の見

直しに着手する予定である。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

令和３年４月１日付で大阪体

育大学ＩＲ委員会規程を定

め、教育・研究・社会貢献・

大学経営等に関する情報を収

集するシステムの構築を目指

している。

本委員会は、予算案の作成と

予算の運用に係る事項を扱う

が、現在のところ両者に大き

な問題は存在しない。

特に大きな改善点はないが、

今後、研究予算の申請につい

て、科研費の申請数を増やす

ためのエッジの効いた予算配

分が課題とされる。

研究予算の配分に関して、科研

費申請のモチベーションが高ま

る施策を考える。

2022年3月 研究推進委員会に研究予算配

分の新しいルール作りの検討

を委ねる。

7月20日開催委員会

において承認

研究倫理教育に関する達成度

と研究不正に関する調査を行

う。

2022年9月

2023年2月

研修会への参加率、e-ラーニ

ング受講率の確認。研究倫理

審査結果の確認。

「研究活動における不正行為

への対応等に関するガイドラ

イン」（平成26 年8 月26 日

文部科学大臣決定）の定める

ところに従い、不正行為を事

前に防止し、公正な研究活動

を推進するため、全学的な取

り組みとして研究倫理教育を

実施している。これまでの活

動は、一般財団法人公正研究

推進協会（APRIN）が提供す

る研究倫理教育eラーニング

を全教職員および大学院生、

そして希望する学部生に実施

してきた。また、毎年1回、

外部講師による研究倫理教育

に関する研修会も開催してき

たが、2020、2021年度はコ

ロナ禍により開催できなかっ

た。

特になし

  -動物実験部会 特になし

7月20日開催委員会

において承認

研修会の参加率68.8％、e-ラーニ

ング受講・修了率％100%であっ

た。研究不正の報告はなかった。

本年度もAPRINのe-ラーニ

ングの受講が必要な教職員お

よび大学院生には、受講の修

了条件を設定単元のテストで

80 点以上を取得することと

し、受講してもらう。本年度

は9月に外部講師による研究

倫理教育に関する研修会を開

催することが決定している。

研究倫理教育を徹底し、研究倫

理に関する研修会への参加率を

高める。

学部生への倫理教育の浸透が不

十分である。

2022年度末 研究倫理に関する研修会開催

とe-ラーニングを実施し、研

修会への参加率、e-ラーニン

グ受講率を確認する。

研究倫理に関するリーフレッ

トを作成の上配布する。

  -研究倫理審査部会

7月20日開催委員会

において承認

研修会の参加率68.8％、e-ラーニ

ング受講・修了率％100%であっ

た。研究不正の報告はなかった。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

これまでの活動は、体育学部

と教育学部でそれぞれ年１～

２回程度のセミナーを行うだ

けで活動は低調であった。特

に全学FD委員会において

は、ほぼ活動が行われず、成

果も極めて乏しい状況であっ

た。

研究公正委

員会

前島

研究不正に関する報告はみら

れなかった。

公正に研究が行われるための

継続的な取り組みが必要であ

る。

研究倫理教育の徹底と研究倫理

審査委員会の充実を図る。

2022年9月

全学FD委員会を中心に、今

後３-４回程度の研究会を実

施するとともに、コンソーシ

アム大阪に働きかけて、大阪

の大学全体のFD研修会の開

催を促していく予定である。

学内にFD委員会の重要性を提

示しつつ、教員全体の意識を高

める。今年度は特にコロナの状

況を見据え、オンライン教育の

リテラシーの向上を図る。

2023年3月 学部FD委員会によるオンラ

イン教育の研修会を実施し、

参加者アンケートによって研

修会の評価を試みる。

7月20日開催委員会

において承認

令和4年度は6回のFD/SD研修会を実施

し、教職員に対する意識の涵養を行っ

た。今後は、記名式アンケートによっ

て、効果測定を行い、改善につなげた

い。令和5年度は学長補佐をFD/SD担

当に任命し、月に1回程度の開催を目指

す。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

研究倫理に関する研修会開催

とe-ラーニング実施。研究倫

理審査委員の見直し。

7月20日開催委員会

において承認

研究倫理に関する研修会とe-ラー

ニングを行なった。研究倫理審査

委員会に学外者2名を追加した。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

7月20日開催委員会

において承認

7月20日開催委員会

において承認
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❶大学

研究推進委

員会

土屋 B 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

学生委員会

金子 B 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

  -学友会部

会

金子 B 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

全学入試委

員会

植木 C 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

  -出題・点

検部会

植木 C 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

ここ数年の志願者の減少傾向に鑑み、実

志願者増を目途とした2023（令和4）

年度入試制度の変更について検討した。

その結果、体育学部2学科と教育学部1

学科を合わせた学科志望性出願方式、学

校推薦型選抜・一般入試における型の簡

素化、総合型選抜と学校推薦型選抜にお

ける加点（資格・課外活動等）、一般選

抜A日程・B日程を前期日程で統一、後

期日程では、教育学部とともに体育学部

でも大学入学共通テスト利用入試の導

入、指定校数を増やすことになった。併

せて、教育学部にスポーツ特別総合型選

抜を導入することを検討した。引き続

き、年内入試での入学者予定者8割確保

の方針で進めることを確認した。それか

ら、全学入試委員会規程を改定し、副学

長以外の者が委員長に任命できるように

した。また、出題・点検作業を担う出

題・点検部会の設置ならびに学校推薦型

選抜と一般選抜における体力テストにつ

いて検討する体力テスト部会と体力テス

トの実施運営を担当する体力テスト実施

部会を設置した。なお、2022（令和

3）年度入試結果では、ここ数年の志願

者の減少傾向は引き続きみられたもの

の、実志願者数は大学入学共通テスト導

入により得られた志願者が加わり、前年

を上回ることができた。

出題方法の見直しと点検方法

の見直し。

外部委託も含めた出題業務と点

検業務の見直し。

2023年3月末 これまでの出題業務負担とそ

れを軽減するための外部委託

費用などを検討した上で、出

題業務の見直しについて具体

的に検討する。またそれに伴

う点検業務についても具体的

に検討する。

7月20日開催委員会

において承認

学校推薦型の教科の見直しにより、出

題科目を減らすことになったので、新

しい出題・点検作業の枠組みを確認す

ることになり、次年度入試に向けて担

当者を決定する作業に入る予定であ

る。

全学入試委員会規程の改定に

より本部会が設置された。

志願者数の減少に歯止めをか

けることと、実志願者数のさ

らなる増加をはかること。

昨年度の実志願者を上回るこ

と。2024（令和6）年度入試制

度の改革を検討すること。募集

活動を強化すること。本学が会

場となる大学入学共通テストの

円滑に実施すること。

2023年3月末 新しい入試制度による入試結果

を分析した上で、改善が必要な

点を把握した上で、2024（令

和6）年度の体育学部からス

ポーツ科学部への改称に伴う学

部入試（おおくくり入試）の導

入による2024（令和5）年度入

試制度の検討が必要であるこ

と。また、指定校推薦の受験者

の動向をみながら、新たな指定

校の設定についても柔軟な検討

が必要であること。コロナ禍で

十分に実施できていない高校訪

問などの募集活動を強化するこ

と。本学を会場とした大学入学

共通テストの実施について円滑

に運営するために主幹校である

関西医療大学と十分に事前打ち

合わせを行い、使用する教室や

人員配置等を念入りに検討する

こと。

7月20日開催委員会

において承認

今年度の入試の状況については、延べならびに実数の

志願者数は両学部ともに減少したものの、年内入試

（総合型・学校推薦型・指定校推薦・スポーツ特別な

ど）によって、体育学部で85％、教育学部で89％の

入学予定者を確保することができた。しかし、一般入

試と共通テスト利用入試の志願者が昨年から1割程度

減少し、体育学部のスポーツ特別総合型選抜入学予定

者も設定した人数が確保できず、体育学部では募集定

員を超えた入学予定者を確保したものの、今後の辞退

者を考えると、募集定員ギリギリの入学者となる可能

性がある。教育学部においては、一般入試と共通テス

ト利用入試の志願者は減少としたものの、手続き率が

予想を上回ったために、今後の辞退者が昨年並みとす

れば十分に定員は確保できる状況となった。このよう

な状況を受けて、志願者の減少に歯止めをかけるため

に、受験意欲を賦活するための入試制度を検討した。

総合型選抜での1次選考の廃止、志望理由書の記載事

項と記載分量の見直し、学校推薦型選抜の入試科目の

見直し（教科の削減など）、共通テスト利用の廃止と

それ補うための総合型選抜の実施、特別総合型選抜の

スポーツ特別総合型選抜に加えて、DASHアスリート

特別総合型選抜後期の導入を決定した。加えて、指定

校推薦枠の拡大、評定平均の見直しを進めている。ま

た、資格や課外活動等の加点事項の見直しと高校訪問

の強化についても検討中である。

月1回の定例で開催し、適宜

必要な議題について審議・報

告が行われている（主として

選手等派遣、夢プロジェク

ト、奨学金、懲戒学生に対し

ての指導等）。事務方との議

題について事前確認を行い、

会議は必要な質疑応答を踏ま

えて適切に進行されている。

したがって通常の委員会運営

がなされていると判断され

る。

議題について、事前に委員

長、学生支援担当事務員とで

検討する機会が設けられてい

ない。

委員会の審議内容、または委員

会資料の事前配付を教員に配信

する前に、一度、委員長、学生

支援担当事務員とで議題を確認

する機会設ける。

2023年3月末 委員会での質問や意見への対

応がより円滑に行われ、会議

時間の短縮や効率的な議論が

展開されるように、事前に委

員長、学生支援担当事務員と

で議題を確認し、追加事項の

確認や、想定される質問や意

見について検討する機会を設

ける。

従前において研究公正委員会

の中に位置づけられていた研

究ブランディング事業部会を

発展的に改組し、令和３年４

月１日付で大阪体育大学研究

推進委員会規程を定め、大学

の研究戦略の立案ならびに対

策を中心に扱う全学委員会と

して活動を行っている。

本学においてはじめて研究推

進委員会を設置することがで

き、規程に基づき活動を始め

ることができた。この委員会

では、大学の研究戦略の立案

と対策を中心に、外部資金の

獲得、知的財産マネジメン

ト、プロジェクト型研究の制

度設計や予算査定など、その

業務は多岐にわたりより効率

的・効果的な作業を行うこと

が課題となっている。

課題／改善目標は以下の4点で

ある。

①大学の研究戦略の立案と対

策、ならびに外部資金獲得のた

めの人的・物理的システムの構

築

②知的財産マネジメント、特に

特許申請への事務的対応と支

援、ならびに大学構成員への周

知。

③プロジェクト型研究における

予算査定、特に複数年度申請へ

の対応や進捗についての点検評

価についての指針作り

④大学の外部資金獲得後、学内

においていかに事業展開を進

め、特色ある大学の事業として

発展させられるかの検討

  -学生生活部会 7月20日開催委員会

において承認

特になし

既存のクラブ活動の支援、及

び文化部活動の設置に向けた

支援。報告・議題について、

事前に委員長、学生支援担当

事務員とで検討する機会が設

けられていない。

既存のクラブが減らないような

働きかけ、または文化部活動設

置に向けた支援を行う。委員会

の審議内容、または委員会資料

の事前配付を教員に配信する前

に、一度、委員長、学生支援担

当事務員とで議題を確認する機

会設ける。学友会活動に対し

て、積極的に支援していく。

2023年3月末 委員会での質問や意見への対

応がより円滑に行われ、会議

時間の短縮や効率的な議論が

展開されるように、事前に委

員長、学生支援担当事務員と

で議題を確認し、追加事項の

確認や、想定される質問や意

見について検討する機会を設

ける。

7月20日開催委員会

において承認

なお昨年度の自己評価につい

て記入するよう依頼する

委員会については、方法・手順どおり

滞りなく進捗している。また、文化部

活動等の新たな支援・設置について

は、今後学友会の活動を通して実施し

ていく。

年度の初めに定例で開催し、

学生代表者総会に向けた（昨

年度の事業・決算報告、学友

会役員選出、今年度の事業計

画・予算）、マナーアップ等

について審議・報告が行われ

ている。

文化部活動等の新たな支援・設置につ

いて、引き続き改善に向けた取り組み

を行う必要性がある。

資格加点制度における該当資格の見直

し作業について、引き続き改善に向け

た取り組みを行う必要性がある。

新しい出題・点検作業の枠組みを確認

することについて、引き続き改善に向

けた取り組みを行う必要性がある。今

後、改善すべき課題として対応するこ

とが求められる。

2022年3月末 学長のリーダーシップの下、

予算委員会とも連携を図りつ

つ、大学の研究戦略の立案な

らびに対策を図る。具体的に

は、学長室を中心に、外部資

金獲得に関連する様々な部局

との連絡調整を図り、研究支

援担当とも連携を密にした活

動を行う。

7月20日開催委員会

において承認

①大学の研究戦略の立案と対策、ならびに

外部資金獲得のための人的・物理的システ

ムの構築および②知的財産マネジメント、

特に特許申請への事務的対応と支援、なら

びに大学構成員への周知については、部活

動改革プロジェクト等の外部資金獲得によ

る大学としての特色ある研究の実践がなさ

れ、また特許申請にも積極的に取り組んで

いる。

③プロジェクト型研究における予算査定、

特に複数年度申請への対応や進捗について

の点検評価についての指針作りについて

は、予算委員会からの要請に応じて査定を

行ったが、進捗についての点検評価は予算

員会で行うとのこととなり、委員会の範疇

から外れた。④大学の外部資金獲得後、学

内においていかに事業展開を進め、特色あ

る大学の事業として発展させられるかの検

討については、職員（事務局）も含めた大

学全体のパラダイム転換が求めらている。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

7月20日開催委員会

において承認

委員会の在り方については、方法・手

順どおり滞りなく進捗している。
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❶大学

  -体力テス

ト部会	

植木 B 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

  -体力テス

ト実施部会 足立 B

大学入学共

通テスト

実施委員会

植木 C 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

B 検討中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

B 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

競技力向上

委員会

松田 B 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

広報委員会

中山 C 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

全学教職課

程委員会

吉美 B 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

施設検討委

員会

神﨑 C 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

本学として初めての大学入学

共通テストを実施した。

実施体制の強化、実施方法の

検討

実施体制を強化し、実施方法に

ついて検討する。

2023年3月末 昨年度の体力テストの実施状

況を振り返り、実施体制の強

化と実施方法について円滑な

運営のために検討を加える。

また、受験者数が減少してい

るために受験者数を増やすた

めの対策として、体力テスト

項目の再検討などを行う。

7月20日開催委員会

において承認

体力プロフィールテストの種目のう

ち、「上体起こし」については、験者

と受験者との距離が近いという理由に

より、コロナ禍では実施を見送ってき

たが、次年度の一般選抜から正式に廃

止することになった。理由はこの種目

が評価の誤差が生じやすいことと、こ

の種目がなくても十分に評価が可能と

の、実施担当教員からの意見を受けた

ためである。なお、学校推薦型の体力

テストも含めて、今後、スポーツ科学

部設置や志願者の減少などの状況を踏

まえて、体力テストの実施方法や種目

の見直しについても次年度、検討する

予定である。

全学入試委員会規程の改定に

より本部会が設置された。

実施体制の強化 実施体制を強化する（種目毎の

責任分担制）。

2023年3月末 実施体制を強化するために、

各種目毎に責任者を決めて、

早い段階から準備する。

全学入試委員会規程の改定に

より本部会が設置された。

2022年度の対面型オープンキャンパス

において、学生SNSチームのブースを

設けて、来場者に登録を促すと共に、

学内においてもポスターを掲示し、在

学生からフォローしてもらえるよう積

極的に活動を展開中である。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

7月20日開催委員会

において承認

導入2年目に本学を実施会場

とすることになり、そのため

の教室割や人員配置など円滑

な運営に必要な準備が必要な

こと。

本学を会場として実施する大学

入学共通テストが円滑の運営で

きること。

2023年3月末 事前に主幹校の開催医療大学

の担当者と協議を行い、本学

を会場とした場合の教室配置

や監督者説明会スケジュール

のことなどを入念に打ち合わ

せを行う。監督を依頼する教

職員には早期に担当を依頼

し、入試当日はもとより、監

督者説明会の日程も出席でき

るように予定してもらう。

7月20日開催委員会

において承認

第３回全学教職課程委員会において報

告書案を審議決定し、大学評議会へ報

告済。年度内にHPで公表予定。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

施設の改修、整備は予算の出

処と関係し、本委員会が直接

かかわることは少ないのが現

状であり、委員会の開催はな

いのが現状である。

新規の案件が出た場合には随時

委員会を開催して検討すること

とする。

2023年3月 新規事案が出た時点で委員会

を開催する。

7月20日開催委員会

において承認

１１月３０日に委員会を開催し、今年

度各部署から出された改修等の依頼に

ついて、年度内に実施可能なものと次

年度以降に予算申請をして実施すべき

ことを確認した。

年度内の実施すべきことについては、

３月末までに完了した。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

同部会に対して具体的な取組状況及び

進捗状況の報告について、速やかな履

行を要請する

助言、指示等は特になし。

オンライン授業を活かした教育方法の

検討について、引き続き改善に向けた

取り組みを行う必要性がある。今後、

改善すべき課題として対応することが

求められる。

全学教務委員会で問題提起

し、各教務委員会で議論して

もらう。場合によりアンケー

ト調査（全教員、学生へのヒ

アリング）を行う。また事務

局から他大学への調査をおこ

なうことも検討する。

7月20日開催委員会

において承認

両学部教務委員会において、オンライ

ン授業を活かした教育方法の検討をお

こなっていただくように依頼してい

る。

本学を会場として共通テストを実施

し、再テストなどの大きな事案の発生

はなく、実施することができた。細か

なトラブルはいくつか発生をしたが、

関西医療大学のスタッフのアドバイス

も受けながら適切に対応することがで

きた。しかし、共通テスト利用志願者

の減少、一般選抜との併願者の割合の

増加、本学独自入試・募集業務への影

響（作業の滞り）などを検討した結

果、次年度の入試から共通テストを利

用しないことに決定した（2月中に関西

医療大に通知、文科省・大学入試セン

ターに申請）。

年度初めに、学内外における

広報の諸活動について、総括

を行った。2021年度計画の

実施状況を確認するととも

に、目標未達であった事業に

ついて引き続き検討すること

が確認された。

教育実習や教員採用対策講座

の実施、及び免許状更新講習

の計画運営等について、適時

委員会を開催し決定するとと

もに、教職支援センターと連

携して運営をしてきた。

関連法令の一部改正により、

課程認定校における認定課程

の教育課程等の点検評価及び

その公表が義務付けられた。

法改正に伴い、委員会規程の改

正を行った上で、点検評価及び

公表に係る内容・方法を検討す

るとともに、今年度末までに実

行する必要がある。

2023年3月末 担当事務職員とともに、内

容・評価方法の素案を作成

し、委員会で決議したうえ

で、大学評議会に報告する。

7月20日開催委員会

において承認

大学の施設の大規模改修等は

学園の中長期的な計画に基づ

いて行われている。

体育施設の空調整備、トイレ

改修などが進み、情報処理実

習室のラーニングコモンズへ

の改修が進められている。

学生SNSチームの創設 学生SNSチームの創設と稼働を

実現する。

2023年3月末 担当事務局と連携し、SNSで

の効果的な情報発信に向けて

定期的な対面会議を行う。

7月20日開催委員会

において承認

なお昨年度の自己評価につい

て記入するよう依頼する

全学教務委

員会

池島

適宜必要な議題があれば審議

している。

中期計画（教育力）に挙げら

れた各項目に対する取り組み

を推進する必要がある。

オンライン授業のデメリットも

認識したうえで、PC必携化を

活かした教育方法を検討する。

2023年3月末

7月20日開催委員会

において承認

スポーツ局とも連携し、外部講師を招

へいした指導者セミナーを2回実施し

た。

2023年度入試の結果を踏まえ、スポー

ツ特別総合型選抜の運用の見直しを検

討している。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

入試日程に基づき、スポーツ

特別総合型選抜（全3回）の

申請書類の審査を行った。

そのほか、強化区分の見直し

に関して、委員会としての意

見をスポーツ局へ提出した。

競技力向上に資する施策を検

討する。

学生及び指導者に対する研修等

を行い、スポーツ界で活躍する

人材を育成、輩出する。

2023年3月末 委員だけでなく、現場指導者

からの意見も取り入れなが

ら、スポーツ局とも連携を図

り実施する。

大学コンソーシアム大阪の単位

互換について検討する。

2023年3月末 学長室及び学科長と検討を進

める。

7月20日開催委員会

において承認

体育学部生、教育学部生ともに本学必

修単位を除く14単位を上限に単位互換

科目として認定することが、2月の教授

会で承認された

助言、指示等は特になし。
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❶大学

外部評価委

員会

原田 A 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

ハラスメント

の防止等

専門委員会

前島 C 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

人権教育委

員会

植木 C 未着手

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

個人情報保

護委員会

前島 C 検討中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

障がい学生

支援

委員会

竹内 B 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

学生懲戒諮

問委員会

池島 B 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

キャリア支

援委員会

伊原 B 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

令和3年度は、複数の新しい

外部評価委員を任命し、年度

末に委員会を実施した。委員

会で聴取した多くの意見は言

語化され、担当部署への

フィードバックを行った。

今年度は、外部評価委員から

内部質保証に関する特定の評

価テーマを提示することによ

り、より有益なアドバイスの

取得に結びつける。

令和3年度の意見をベースに、

各委員に対して特定のテーマを

振り分け、専門性の高い意見の

聴取に努める。

2023年3月 外部評価委員に対して、事前

に回答用紙を送付し、専門性

の高いアドバイスの取得を試

みる。

7月20日開催委員会

において承認

3月27日に外部評価委員会を開催し、

委員から専門性の高い有益なアドバイ

スを聴取できた。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

今年度、委員会を開催することができ

なかった。次年度は担当事務局と協議

し開催に向けて時期と内容を検討する

予定である。

本学の人権教育のあり方や課題を明確

にすることについて、引き続き改善に

向けた取り組みを行う必要性がある。

今後、改善すべき課題として対応する

ことが求められる。

懲戒対象となる行為の発覚か

ら、懲戒処分内容の通達まで

の手順について検討する

懲戒対象となる行為の発覚か

ら、懲戒処分の通達までの期間

を短縮させる

2023年3月末 学生支援課職員の意見を聴取

のうえ委員会でルールを整備

し、教授会に提案する。

7月20日開催委員会

において承認

懲戒処分の通達までのルール整備には

至らなかったが、メール連絡および

メール審議か対面審議かの判断を迅速

に行い、臨時教授会の開催を学部長に

提案することで懲戒処分の通達迄の時

間を短縮させた。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

コロナ禍のハラスメント防止をテー

マとして令和４年10月11日（火）

15:15～17:00研修会を実施した。

当日参加は32名、オンデマンド視

聴は51名であった。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

個人情報保護の観点から、学内の

ネット回線へのアクセスを2段階認

証とすることを決定し、次年度の

予算申請を行っている。盗難防止へ

の対応は検討中である。

盗難防止への対応について、引き続き

改善に向けた取り組みを行う必要性が

ある。今後、改善すべき課題として対

応することが求められる。

電動車いすで移動する学生が、O301教

室へ向かう際（エレベーター無、階段

のみ）、ボランティア学生数名で当該

学生を抱えて階段昇降を行うことで、

何とか対応が可能となった。

委員会と科目担当者間との連携強化に

ついては、進展がなく引き続きの課題

である。

委員会と科目担当者間との連携強化に

ついて、引き続き改善に向けた取り組

みを行う必要性がある。今後、改善す

べき課題として対応することが求めら

れる。

ハラスメント防止に対する教

職員の意識の醸成を継続す

る。

ハラスメント防止に関する研修

会開催を検討する。

2023年3月末 ハラスメント防止に関する研

修会を企画・開催する。

7月20日開催委員会

において承認

昨年度は開催されていな

い。

昨年度は実施していない。 本学における人権教育のあり

方や課題について検討する。

本学の人権教育のあり方や課題

を明確にすること。

2023年3月末 委員会を定期的に開催し、現

状の課題を明確にする。

7月20日開催委員会

において承認

昨年度は開催されていな

い。

学生から申請された配慮願の

内容を委員間で審議した。概

ね、申請通りの内容を科目担

当者へ申し送ってきた。電動

車いすで移動する学生に対し

ては、補助ボランティアを配

置し教室の入退場等が円滑に

できるよう配慮した。

配慮を受けた学生のその後の

動向について、情報を把握で

きていない。科目担当者が、

申請者の障がい像などを十分

に把握できず、授業の進め方

に困惑したという声が聞かれ

た。

授業の出欠席、課題提出、単位

取得等、学生のその後の動向を

把握し、情報共有ができる体制

を整える。障がい像等、申請者

の特徴や注意点など、委員会と

科目担当教員間の連携強化。

2023年3月末 委員会の開催、あるいは秘匿

性を確保しながらメール等で

情報共有を行う。

7月20日開催委員会

において承認

①キャリアフェスタの時期を8月へ変更

し、学生の就職意識の向上を図った。

②学生の4年間の就職希望の推移、本来

望んでいた就職先であったかについて

の調査は、今年度中に内容を精査し、

次年度に調査を実施する。その結果か

ら長期的、段階的に学生の希望が叶う

サポートを検討する。

③就職活動に関するトラブルやハラス

メントについては、随時キャリア支援

部で相談を受け付けている。今年度は

悪質な1社に対して対応を検討してい

る。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

適宜必要な議題について審議

している。事務方と議題につ

いて事前確認を行ったうえ開

催する会議は主にメール審議

であるが、適切に委員会運営

は行っている。

2021年度に事務組織変更に

伴うキャリア支援委員会規程

の新設を行った。年度初めに

はキャリアフェスタの実施方

法の審議を行い、キャリア

フェスタの充実を図ってい

る。また、キャリア支援プロ

グラムならびに卒業生の進路

状況について確認している。

これらの取り組みについては

キャリア支援部が主軸となり

学生面談や就職のサポートを

継続的に実施している。

2021年度の就職率は98.5％

であり数値としては概ね目標

達成をしている。

キャリアフェスタについて

は、ここ数年新型コロナウイ

ルス感染症の影響でオンライ

ンでの実施を試み、内容や課

題等について検討を重ねてい

る。また、これまでは9月に

実施していたが、就職活動の

時期が早まっていることや学

内の授業（教育実習等）やク

ラブ活動を鑑み、変更する必

要がある。また、就職率は高

い値を示しているが、本来学

生が望んでいる就職先であっ

たのかの内容的な検討が課題

である。また、近年、就職活

動に関するトラブルやハラス

メントが発生しており、その

対応の必要性も生じている。

①キャリアフェスタの充実およ

び時期の変更。

②本学のDPとも照らし合わ

せ、本学の特性ならびに個々の

学生の特性を活かした就職サ

ポートを検討する。

③就職活動に関するトラブルや

ハラスメントへの対応。

2023年3月末 ①キャリアフェスタの時期を

8月へ変更する。

②学生の4年間の就職希望の

推移、本来望んでいた就職先

であったかについての調査を

行い、その結果から長期的、

段階的に学生の希望が叶うサ

ポートを検討する。

③就職活動に関するトラブル

やハラスメントの窓口を設け

る。

7月20日開催委員会

において承認

個人情報保護に関する意

識の醸成と方法に関する

検討

デスクトップコンピュータ、

ノートパソコンの管理を徹底

する。

2023年3月末 デスクトップコンピュータ の盗難防止の方法を検討、 実施する。同審議会に対して自己点検評

価及び年次計画の策定の速や

かな履行を要請する

5



❶大学

A 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

A 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

スポーツ局

運営審議会

原田 A

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

A 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

社会貢献セン

ター運営審議

会

冨山

社会貢献セン

ター委員会 冨山

情報処理セ

ンター

委員会

堤 B 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

スポーツ科

学センター

運営審議会

三島 B 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

スポーツ科

学センター

委員会

三島 A 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

国際交流セ

ンター委員

会

前島 B 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

センター全体、また各部門の

事業計画については、提示す

ることができていなかった。

運営審議会で事業計画について

提示する。

2023年3月末 センター全体、さらには各部

門が事業計画の作成を行う．

7月20日開催委員会

において承認

2022年8月18日に開催したスポーツ科

学センター運営審議会で2022年度の事

業計画を報告することができた。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

スポーツ科学センターの運営

に関する重要事項を審議する

機関として適切に運用してい

る。

定期体力測定の廃止、体力測

定部会をセンターの外部へ移

動させる等、現状を分析し、

必要な取り組みを行った。

DASH選抜アスリートのサ

ポートについて、個別でのサ

ポートを開始しているが選手

の要望に十分応えることがで

きていない可能性がある。

DASH選抜アスリートがセン

ターの各部門に容易に相談する

ことができる体制を整える。

2023年3月末 現在のDASH選抜アスリート

に対するオフィスアワーの利

用方法について、より使用し

やすい方法はないか検討を行

う。

7月20日開催委員会

において承認

スポーツ局と連携し、DASH選抜アス

リートのサポートを本格的に実施する

ことができた。スポーツ局の職員が

DASH選抜アスリートに対して定期的

に面談を行い、もし科学センターのサ

ポートを希望する場合はオフィスア

ワーを利用して迅速に対応することが

できる体制を構築することができた。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

規程の整備を行った。 留学生の奨学金推薦基準が明

確でない。

留学生の奨学金に関する審査基

準を明確にする。

2022年7月末 審査基準を作成する。 7月20日開催委員会

において承認

次年度以降の体制についてス

ポーツ局執行会で協議の上、

運営審議会で決議する。

7月20日開催委員会

において承認

スポーツ局事業は滞りなく実施され、

成果を上げている。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

学術リポジトリにおける本学

紀要をアーカイブ化する。

7月20日開催委員会

において承認
「大阪体育大学紀要」、「大阪体育大

学教育学研究」ともに創刊からのメタ

データ作成及び各論文等の全文の登録

作業（登録申請書が提出された論文等

のみ）を進めている。（「大阪体育大

学紀要」の全文登録は第31巻以降の論

文等が対象）3月末には公開予定であ

る。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

審査基準を整備し、審査を国際交流

センターが行うことになった。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

７月には日体大伊藤教授を招いたコー

チングに関する研修、１２月には順天

堂大学小笠原教授を招いた女性アス

リートに関する講習を実施した。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

スポーツ局の体制整備、取り

組みや課題の再整理を実施

し、多くのプロジェクトを制

度化することが出来た。

図書館委員

会

岡村

図書館、学術情報サービスを

提供するための資料や利用環

境などの体制を備え、それら

は適切に機能している。

図書館システムの更新 現行の図書館システを最新バー

ジョンに移行するとともに、図

書館ホームページを再構成す

る。

2023年3月末 現図書館システムCARINを

最新バージョンに移行すると

ともに、図書館ホームページ

についても現行の構成を踏襲

したうえで再構成し、新たに

構築のうえ一新する。

DASH選手のサポート 昨年度整備したDASH選抜アス

リートへのサポート制度につい

て適切な運用を実施する。

2023年3月末 申し合わせ事項、全体サポー

トミーティングを実施。個別

には定期的なサポートミー

ティングを実施し、年度末に

は年間活動報告を提出しても

らう。

学術リポジトリの充実

スポーツ局の運営に関する重

要事項を審議する機関として

適切に運用されている。

構成員の再検討

スポーツ局

執行会

梅林

学術リポジトリに収載する内容

を検討し充実させる。

2023年3月末

「スポーツ局の適切な運営」は

中期計画（～2022）の柱と

なっており、法人事務局長も含

めた構成員となっていた。

2023年3月末

本件については情報処理センター長

（情報処理センター委員会委員長）と

学習支援室長（学習支援室運営委員会

委員長）で以下の内容を調整中であ

る．

・授業資料無償印刷サービスの在り方

・学生の質問に対する一次対応

・情報処理実習室IIの管理移管時期の

決定

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

7月20日開催委員会

において承認

方法・手順どおり滞りなく進捗し８月

下旬に完了した。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

同審議会に対して自己点検評

価及び年次計画の策定の速や

かな履行を要請する

7月20日開催委員会

において承認

４月に全体サポートミーティング実施

後、各アスリートの月１回面談日時を

設定し実施した。現在、年間報告書に

代わる今年度振り返りアンケートを実

施中。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

指導者研修の実施 指導者研修が実施されていない

／年１回、大学主催または

UNIVAS等他団体主催で実施す

る。

2023年3月末 会議体による研修プログラム

の選定、速やかな案内、適切

に受講したかの受講者の管理

を実施する。

7月20日開催委員会

において承認

ラーニング・コモンズ新設に

伴うセンター業務内容の整理

と見直しを実施した．

ラーニング・コモンズ新設に

伴うセンター窓口業務の整理

ラーニング・コモンズ新設に

伴って必要なセンター窓口業務

の整理を完了させる．

2023年3月末 学習支援室運営委員会と調整

しながら，特に学生問い合わ

せへの対応について，セン

ター窓口と学習支援室窓口の

役割を明確化する．

7月20日開催委員会

において承認

なお昨年度の自己評価および

概評について記入するよう依

頼する

同委員会に対して自己点検評

価及び年次計画の策定の速や

かな履行を要請する
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❶大学

学習支援室

運営委員会

長尾 D 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

学生相談室

運営審議会

池島 B 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

運営審議会を年に一度開催

し、活動の振り返りを行った

うえで次年度の年次計画を策

定し、実施している。昨年度

より学生相談室・スポーツカ

ウンセリングルームに研究員

を兼務するカウンセラーが配

置され、年次計画の策定・遂

行がよりスムーズになった。

本年度も例年通り、全学生対

象にスクリーニングテスト、

カウンセリング等を通じた心

理支援、教育セミナーを実施

した。また、スポーツ科学セ

ンターの心理部門との連携が

より一層密なものとなり、学

生アスリートに対する支援体

制が拡充できている。

学習支援室主任が不在の状況

が2年目になっている。2021

年度中はコロナ禍で学習支援

室での対面指導の数が少なく

問題が顕在化しにくかった。

しかし、2022年度には様々

な業務に支障が出ている。

ラーニングコモンズへの移転

をきっかけに業務の整理を行

うと同時に、必要なスタッフ

の配置を要請する。

ラーニング・コモンズ新設に

伴うセンター窓口業務の整理

ラーニング・コモンズ新設に

伴って必要なセンター窓口業務

の整理を完了させる．

2023年3月末 情報処理センター委員会と調

整しながら，特に学生問い合

わせへの対応について，学習

支援室窓口とセンター窓口の

役割を明確化する．

7月20日開催委員会

において承認

コロナ禍において、学生およ

び教員からの相談内容がより

複雑化しており、その対応・

支援体制の強化が重要となっ

ている。これらの困難ケース

に対して、これまでは専任教

職員カウンセラーを中心にそ

の都度対策を検討するなどし

て対応してきた。今後は、定

期的に事例検討会を開催する

などして、個々のカウンセ

ラーの資質向上を図ると同時

に、担当する重篤ケースなど

の概要について事前に共有

し、相談室全体で問題解決を

図るような体制の整備も必要

となっている。

①カウンセラーおよび相談員の資質向上を目指した事例検討会の開催  ②学生がより来談しやすい申込方法の検討  上記2点について具体案を検討し実施する。2023年3月末 ①に関しては、カウンセラー

および相談員を対象とした事

例検討会の開催方法（日時の

設定、助言者の選定、参加し

やすい形式）を検討する。②

については、従来の来談、電

話、メールによる申し込み方

法に加え、潜在的なニーズに

対応できるようなアウトリー

チを心がける。同時に、来談

が困難な事例については、遠

隔面談を積極的に活用する

等、より来談しやすい環境に

なるよう改善を目指す。

同審議会に対して自己点検評

価及び年次計画の策定の速や

かな履行を要請する

①2月17日に「インテーカー入門：カ

ウンセリングマインドを持ったイン

テーカーになるために」（講師：神戸

学院大学　前林清和教授）を開催し、

学生対応・支援体制について研修およ

び意見交換会をおこなった。②学生相

談室がハラスメント相談の窓口にも

なっていることを周知するチラシづく

り、メールや学生向けポータルサイト

を通じて返信・申込できるアンケート

フォームの作成、などの検討をおこ

なっている。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

本件については情報処理センター長

（情報処理センター委員会委員長）と

学習支援室長（学習支援室運営委員会

委員長）で以下の内容を調整中であ

る．

・授業資料無償印刷サービスの在り方

・学生の質問に対する一次対応

・情報処理実習室IIの管理移管時期の

決定

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。
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❷研究科（別紙２）

A 例年を上回る良い状況

B 通常の範囲内

C 要経過観察

D 改善を要する

評価 進捗状況 公表状況

研究科委員会

（研究科会議）

浜田 B 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

博士委員会

石川 B 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

研究教育委員会

三島 B 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

内部質保証シート（附置施設・委員会等）

当年度の重点目標 （学長／内部質保証推進委員会）

①2022年度は内部質保証システム構築後、初めての年度であることから、まずはPDCAサイクルを所期の計画通りに円滑に推進し、質保証に係る一定の成果を今年度末までに得られることを重点課題とする。

②教職員の本来業務や各部局等の通常業務に支障をきたさないことを大前提としながらも、各部局等において質保証の推進に必要な改善の取り組みを自律的に推進する。

③今年度の重点課題は、下記の上位の項目から優先するものとする。ただし、あらゆる課題を全てPDCAサイクルに乗せる必要はなく、重要性や年度内の解決可能性などを考慮して、取り組むべき課題を適切に取捨選択するものとする。

  　⑴各部局等において可及的速やかに処理しなければならない改善課題

 　 ⑵「自己点検・評価報告書2022」において示された改善課題

　  ⑶年次自己点検評価報告書において示された改善課題

  　⑷外部評価委員会で指摘された改善課題

 　 ⑸内部質保証に係る各種方針の実現

     ⑹ビジョン・中期計画を踏まえた目標の実現

　  ⑺新規制度等の実効性や有効性の検証 

 　 ⑻その他

6月 第3週 ７月～翌年3月 翌年6月 第3週～5月末まで

部局名 委員長 議長
自己点検・評価（Check） 改善計画・アクションプラン（Plan） 内部質保証推進組織による

概括 所見または提言、助言、指示等期　限 方法・手順

7月20日開催委員会

において承認

年度当初は通信機器の問題等で運営に

やや支障があったが、役割分担を見直

しや学部の教授会と同じ形式に変更す

るなど改善を重ね、円滑な会議運営に

努めた。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

改善課題（Action）
課題／改善目標

状況計画の取組状況（Do） 取組状況の評価(Check)

具体的な取組状況 内部質保証推進組織による所見

大学院研究科会議は規定に則

して月1回の定例と入試判

定、修了判定等の臨時で開催

し、適宜必要な議題について

審議・報告が行われている。

大学院事務室との審議事項、

報告事項について事前に打ち

合わせを行い、会議は必要な

質疑応答を踏まえて適切に進

行されている。コロナ禍での

オンライン開催、オンライン

と対面を併用したハイフレッ

クスでの開催を適宜状況をみ

て実施している。

コロナ禍で発表会をオンライ

ンで開催し、会議は対面と併

用したハイフレックス形式で

開催を適宜状況をみて実施し

ているが、通信機器等で支障

がある場合があり、発表会や

会議が円滑に実施できない場

合がある。

オンライン及びハイフレックス

で実施する場合、必要な通信機

器を整備し、発表会や会議運営

を円滑に実施できるようにす

る。

２０２３年度末 事前に通信機器を点検した上

で、必要な通信機器類を整備

する。また、役割分担も明確

にする。

本年度は審査基準の確認と個別の進捗

状況について、大学院事務局を通して

確認を行った。

進捗状況など情報共有するために、学

生による学会発表の抄録や掲載された

論文を博士委員会で共有・可視化する

点について検討した。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

博士課程の研究計画や進捗状

況が指導教員にのみ委ねられ

ており、研究科全体で可視化

や共有ができていない。

昼夜開講制が4月からスター

トしたが、運用に関する細か

な申し合わせ事項について

は、検討事項が生じたらその

都度対処することとしてい

る。

昼夜開講制の運用に関する申

し合わせ事項が、実際に生じ

る可能性がある問題点をカ

バーすることができていな

い。

昼夜開講制に関して、実際に運

用を行い生じた問題への対応を

含む申し合わせ事項を作成す

る．

2023年3月 前期、後期それぞれで生じた

問題点について検討を行う。

7月20日開催委員会

において承認

審査基準の周知がなされてい

ない。中間報告会のようなも

のがないため、進捗状況がわ

かりにくい。

審査基準の周知と進捗状況を共

有する。

2023年3月 大学院事務室で個別に周知す

る。来年度以降はオリエン

テーションで周知する。

7月20日開催委員会

において承認

前期および後期終了後に教員に対して

アンケート調査を実施した。前期のア

ンケートでは特に改善すべき点はな

かった。したがって、今のところ昼夜

開講制に関する申し合わせ事項に変更

はない。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。
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❷研究科人事委員会

浜田 B 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

入試委員会

曽根 C 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

学生委員会

宮地 C 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

自己点検・評価

委員会

中房 B 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

広報委員会

中山 C 検討中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

7月20日開催委員会

において承認

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

退職された博士論文指導担当

者や退職予定である博士前

期・後期課程担当者の補充を

行う必要がある。

学部人事と併用して大学院論文

指導担当者の人事を進めてい

く。

2022年３月末 学部の人事委員長とで事前に

大学院担当者について検討す

る。

7月20日開催委員会

において承認

退職された博士論文指導担当者や退職

予定である博士前期・後期課程担当者

の補充を行った。

また当初の計画にはなかったが、規程

の見直しを行い、研究科会議で承認さ

れた。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

リーフレットやポスターなど、学長の

指示や広報室との連携を密に行った。

また、大学院独自のホームページを制

作中であるなど広報活動を昨年度以上

に強化した。広報年間計画について

は、大学院事務室で素案を作成段階で

あり、広報委員長とのすり合わせは出

来ていない。

広報年間計画について、引き続き改善

に向けた取り組みを行う必要性があ

る。

HPの改善や大学院案内の作

成、リーフレットやポスター

の作成等、大学院事務室が中

心となって運営しているた

め、広報委員会は不定期で数

少ない開催となっている。

内部質保証シートの作成と委

員会への報告

7月20日開催委員会

において承認

広報委員会に年間計画がない

ため、主体的な活動や定期的

な開催に繋がっていない。

広報委員長が中心となって広報

年間計画を立案し、研究科長や

大学院事務室と共有する

２０２３年３月 ① 過去の広報活動や他大学

大学院の広報活動を参考と

し、広報委員長が広報計画の

素案を作成する。

② 広報計画について大学院

事務室とすり合わせを行い、

予算的、現実的に実行可能な

プランに修正する。

③ 研究科長に報告、承認の

後、広報委員会で審議を行

う。

7月20日開催委員会

において承認

2021年度の学習成果や学習

行動等に関する「自己点検・

評価年次報告書」を初めて作

成した。

1年サイクルの自己点検・評

価を今後も継続して実施する

ことが課題である。

新制度の内部質保証に係る

PDCAサイクルを意識した自己

点検・評価を適切に実施するこ

と。

5月末まで 当委員会が果たすべき本来の使命を考

えると、十部な取組を果たしたとは言

えないが、当初目標に照らし合わせる

と、最低限の事務的な作業は遂行でき

た。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

学内選抜3名、A日程11名、B日程10名

の合格者をだし、結果的に24名の募集

定員に対して24名の入学者となり定員

数を確保できた。

今年度は内諾書の導入や次年度からの

外国人日本語能力の資格審査、また、

筆記試験と口述試験の合計点で合否判

定を行うなど、入試委員会で計７回審

議を重ね、社会人がより受験、入学し

やすい環境整備を行った。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

博士前期課程び博士後期課程

の担当を希望する申請者につ

いて、選考委員会を設置し審

査を行っている。人事委員会

を開催し、規程に沿って適切

に審査が行われている。

学内選抜10名、A日程11

名、B日程12名の合格者をだ

した。この内1名入学しな

かったが、結果的に24名の

募集定員に対して32名の入

学者となり定員数を確保でき

た。また、外国人留学生の日

本語能力を口述試験によって

厳格に判定した。今後も学力

の質を確保しながら、積極的

に大学院生を受け入れられる

試験制度の検討が必要とされ

る。

⑴外国人留学生の入国規制に

関する対応、及び⑵志願者と

指導教員との間で受け入れに

関する齟齬が生じない対応が

課題⑶合否判定内容について

一部問題があるため、筆記試

験及び口述試験による評価を

検討する。

⑴外国人留学生の試験日程をA

日程で推奨し、健康診断書及び

経済力証明の提出を義務化する

ことで対応。⑵内諾書の作成を

公募要項に付記し、指導教員の

記載と志願者の確認作業が加え

られた⑶筆記試験及び口述試験

による評価を明確にする。

2022年３月末 筆記試験及び口述試験を含め

た評価基準について検討が必

要である。具体的には加点制

度の検討や、外国人日本語能

力の資格審査についての検討

を行っていく。

7月20日開催委員会

において承認

主に、学生の福利厚生、奨学

金、課外活動について取り扱

うことを役割としてる。近年

は主に奨学金に関する事項に

ついて審議している。奨学金

選考時期（主に４月）のみ委

員会を開催し、選考を行って

いる。定期的な委員会は開催

できていない。

・学内研究奨学金支給要綱の

選考基準に曖昧な表現があ

り、多様な解釈ができるた

め、年度によって選考基準に

ぶれが生じる。

・日本学生支援機構「特に優

れた業績による返還免除候補

者」の評価項目に、ボラン

ティア活動やスポーツ競技実

績を含むため、本来の目的で

ある優れた業績よりもボラン

ティア活動、スポーツ競技実

績の方が加点が大きくなって

いるため、本来の目的とは意

味合いが異なっている。

・学内研究奨学金支給要綱の見

直し

・日本学生支援機構「特に優れ

た業績による返還免除候補者」

の業績項目の加点方法の見直し

2023年度末 学生委員会委員長と大学院事

務室で見直し点を洗出し、学

生委員会で検討する。その

後、研究科会議へ提案する。
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資料１ ❸体育学部（別紙２）

A 例年を上回る良い状況

B 通常の範囲内

C 要経過観察

D 改善を要する

評価 進捗状況 公表状況

体育学部教授会

神﨑 B 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

基本問題検討会

議

神﨑 D 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

学科連絡会議

自己点検・

評価委員会

神﨑 C 検討中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

～5月末まで

部局名 委員長 議長
自己点検・評価（Check） 改善計画・アクションプラン（Plan） 内部質保証推進組織による

概括 所見または提言、助言、指示等

内部質保証シート（附置施設・委員会等）

当年度の重点目標

（学長／内部質保証推進委員会）

①2022年度は内部質保証システム構築後、初めての年度であることから、まずはPDCAサイクルを所期の計画通りに円滑に推進し、質保証に係る一定の成果を今年度末までに得られることを重点課題とする。

②教職員の本来業務や各部局等の通常業務に支障をきたさないことを大前提としながらも、各部局等において質保証の推進に必要な改善の取り組みを自律的に推進する。

③今年度の重点課題は、下記の上位の項目から優先するものとする。ただし、あらゆる課題を全てPDCAサイクルに乗せる必要はなく、重要性や年度内の解決可能性などを考慮して、取り組むべき課題を適切に取捨選択するものとする。

  　⑴各部局等において可及的速やかに処理しなければならない改善課題

 　 ⑵「自己点検・評価報告書2022」において示された改善課題

　  ⑶年次自己点検評価報告書において示された改善課題

  　⑷外部評価委員会で指摘された改善課題

 　 ⑸内部質保証に係る各種方針の実現

     ⑹ビジョン・中期計画を踏まえた目標の実現

　  ⑺新規制度等の実効性や有効性の検証 

 　 ⑻その他

6月 第3週 ７月～翌年3月 翌年6月 第3週

状況計画の取組状況（Do） 取組状況の評価(Check)

7月20日開催委員会

において承認

１２月の教授会からそれまでのハイフ

レックス開催から通常開催に戻した。

議事進行はこれまで通り、円滑に進め

ることができた。今後の課題として報

告事項、大学評議会の報告をより時間

を短縮させる必要がある。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

改善課題（Action）
課題／改善目標

学部教授会規定に則して月1

回の定例と入試判定等のため

の臨時で開催し、適宜必要な

議題について審議・報告が行

われている。事務方との議

題、報告事項について事前確

認を行い、会議は必要な質疑

応答を踏まえて適切に進行さ

れている。コロナ禍でのオン

ライン開催、オンラインと対

面を併用したハイブリッドで

の開催を適宜状況をみて実施

しているが、報告事項に時間

を要する。

報告事項の説明に時間を要す

るため事前の資料配布で内容

を周知させることで会議時間

の短縮が課題である。

報告事項の事前資料配布による

会議時間短縮を図る。

２０２３年３月末 教授会の運営方法について教

授会であらかじめ提案し、問

題がなければ次年度以降に運

用する。

期　限 方法・手順 具体的な取組状況 内部質保証推進組織による所見

規定で定められている審議事

項にある内容については、あ

らかじめこの会議で検討する

ようにする。

２０２２年度からはすでにカリ

キュラム改革や採用人事につい

て会議を開催し検討してきてい

る

２０２３年度末 現在改善されつつある。 7月20日開催委員会

において承認

今年度で退職する教員の補充人事計画

と新学部への移行に伴う教職課程担当

教員の退職後の任用について審議し

た。また新学部移行に伴う学部長・学

科長の設置と旧・新学部併設時におけ

る対応について議論した。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

コロナ禍もあり過去２年間の

会議開催実績がなかった。会

議メンバーは投票で選出され

た教授であり、審議事項も学

部の重要案件であるため各委

員会で取り扱う前に基幹事項

についてはこの会議で検討す

る必要がある。

学科長に対して自己点検評価

及び年次計画の策定の速やか

な履行を要請する

全学の自己点検評価委員会が

あり、そこが主導的に運営さ

れる中で、学部単体での委員

会活動は停滞しているのが実

情である。

全学委員会との関係性を整理

する必要がある。

学部委員会を廃止し、全学的な

取り組みに移行させる。

２０２３年度末 役員会、大学評議会で審議 7月20日開催委員会

において承認

学部としての委員会活動はほとんどな

く、全学委員会による取り組みに吸収

されているのが現状である。今後学部

委員会の在り方については検討が必要

である。審議については進んでいない

学部委員会の在り方の検討について、

引き続き改善に向けた取り組みを行う

必要性がある。今後、改善すべき課題

として対応することが求められる。
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資料１ ❸体育学部人事審査会議

神﨑 B 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

人事委員会

神﨑 B 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

予算委員会

神﨑 B 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

入試委員会

神﨑 C 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

カリキュラム委

員会

神﨑 B 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

教務委員会

手塚 B 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

2021年度は新カリキュラム

改革TFの作業を受けて新学

科構想である４学科の学科別

入試を計画していたが、定員

割れリスクがあるという理由

でカリキュラム改革そのもの

が中止となった。2023年度

入試まで現行2学科入試を行

い、2024年度からは新カリ

キュラムでの学部入試を実施

することになっている。

2025年度入試からの高校新

学習指導要領による入試改革

と併せて、新たな学部入試、

教育学部入試との調整が必要

となる

２０２４年度入試からの新制

度に向けたカリキュラム改革

を「専門部会」を設けて検討

している

専門部会のメンバーは委員会

のメンバー以外の委員も入っ

ており、今後委員構成時には

将来的なカリキュラム検討に

かかわる教員をあらかじめ入

れておく必要がある。

２０２３年度からの委員構成時

に反映させる

2023年度 2023年度初めの学部長を中

心とした委員会所属教員の選

考で考慮する。

7月20日開催委員会

において承認

人事審査会議に提案するため

の昇任人事、採用人事、専任

移行人事の是非について、ま

た選考委員会委員の選考を

行っている。

2021年度は新カリキュラム

改革TFの作業を受けて新学

科構想の人事を行ったが、新

学科構想が中止となり、公募

した人事が途中で取りやめに

なった。

全学予算委員会から学部配分

された教育研究費は、申し合

わせに従って教育予算は両学

科長に委ね、研究予算は研究

委員会に委ねて、各教員の教

育研究に必要な申請内容を検

討した上で実情に応じた予算

配分が行われている。

ゼロシーリングの予算設定の

ため、高額の備品購入に必要

な予算請求の在り方を検討す

る必要がある。

特別予算委申請の活用とその

ルールを整備する必要がある。

実技予算のうち高額な備品につ

いての取り扱いについて検討を

要する。

２０２３年度末 全学予算委員会における特別

予算の取り扱いルールを確認

する必要がある。

実技担当者を中心に検討す

る。

7月20日開催委員会

において承認

志願者にわかりやすく、受験

者の魅力のある入試制度の構

築を目指す必要がある。その

一つとして加点制度を2023

年度入試から導入することに

した。

今後は学部入試の具体的な方

法について詳細を決める必要

がある。

学部入試の具体的方法の決定。

教育学部との連携、差別化の検

討。

2025年度入試における入試内

容の検討。

2022年度末

2023年度末

入試部との連携をしながら具

体策を検討していく。

7月20日開催委員会

において承認

人事委員会で決定した内容が

人事審査会議で変更、修正を

入れられるケースがあった。

承認、採用、移行等の規程と申

し合わせ事項の整合性がなく、

人事審査の決定に至るまでの組

織プロセスの確認を要する。

2023年度末 規程等の見直しを庶務部庶務

担当を中心に行う

7月20日開催委員会

において承認

新学部設置に関する文科省への届け出

の準備として新学部のカリキュラムの

検討を行い、２０２３年３月末までに

その届出を行った。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

中期計画（教育力）に挙げら

れた各項目に対する取り組み

を推進する必要がある。

具体的な課題として挙げられて

いる①「試合等で授業を多く欠

席する学生への学業サポー

ト」，②「除籍退学者，留年者

の減少化」，③「アクティブ

ラーニングを意図した授業内容

の検討」，④カリキュラムの見

直しと改定」等について対応を

進める。

2022年度末 委員会の他，必要に応じて関

係部局とも連携しながら，具

体的な対応を検討する。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

入試の簡素化と加点制度の導入、指定

校推薦を増やすことで受験生拡大を目

指したが、予想以上の受験者減を招

き、結果、定員割れは防げたものの目

標入学者数には届かなかった。指定校

推薦では評定が高いことで推薦できな

いという課題があった。受験人口の減

少と本学を希望する受験者の減少の問

題は進行であり、今後抜本的な制度の

変更の検討が必要である。

特に次年度の入試は新学部入試となる

ため、戦略的な準備が必要である。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

毎月定例の委員会を開催し

て，教務全般について審議を

重ねている。

7月20日開催委員会

において承認

【課題①】特に実技科目の欠席に対す

るサポート体制を具体化すべく，ス

ポーツ局を中心に検討中。【課題②】

除籍・退学申請者の月単位の集計，学

費未納者への対応や，15単位未修得者

（除籍警告対象）・30単位未修得者

（進級不可）への面談の実施等の例年

の取り組みに加え，成績判定における

「保留」の活用等を通じた対策を講じ

ている。【課題③】教務委員会として

の取り組みは未実施（今後はFD委員会

の課題とするのが好ましい）。【課題

④】スポーツ科学部として改組するこ

とが確定したため，次年度以降，適宜

対応を進める。

昇任人事、採用人事、専任移

行人事について審議を行っ

た。

2021年度は新カリキュラム

改革TFの作業を受けて新学

科構想の人事を行ったが、新

学科構想が中止となり、公募

した人事が途中で取りやめに

なった。この際応募者に対す

る人事取り止めの案内は初め

てのケースであったが、特に

問題なく収束した。

承認、採用、移行等の規程と

申し合わせ事項の整合性がな

く、人事審査の決定に至るま

での組織プロセスの確認を要

する。

新カリキュラム改革における

設置認可と教職課程認可をに

らみながら計画的な人事を行

う必要がある。

昇任審査で規定の内容が不明瞭

な箇所があり、一度否決された

事案が再審査になったことが

あった。

人事選考委員は各学科ごとに人

数が決められているが、コース

については時に決められてな

く、応募者の専門性に関係した

委員をある程度人選することで

選考、審査を円滑にする必要が

ある。

カリキュラム専門委員会との連

携を取りながら人事計画を進め

ていく。

2023年度末 規定等の見直しを庶務部庶務

担当を中心に行う。

学部長が中心に行う選考委員

会の人選はある程度の専門性

を考慮して行う。

7月20日開催委員会

において承認

教育、研究費については例年通りの予

算配分で問題なく行われたが、今後無

駄の削減をどのように推進するかが課

題である。

特別予算については、従来通り高額な

請求が出され、査定のルールを構築す

る必要がある。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

規定等の見直しは庶務部を中心に進め

られ、３月末に一応のとりまとめが終

了した。次年度以降、細部の検討課題

について、検討することとなる。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

昇任及び専任移行の人事はすべて円滑

に行われた。退職者の後任採用人事に

ついては次年度繰り越しとなり、授業

とクラブ運営のための非常勤採用が必

要となった。

規定等の見直しは庶務部を中心に進め

られ、３月末に一応のとりまとめが終

了した。次年度以降、細部の検討課題

について、検討することとなる。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。
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資料１ ❸体育学部教職課程委員会

小林 B 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

研究委員会

三島 B 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

関連法令の一部改正により、

課程認定校における認定課程

の教育課程等の点検評価及び

その公表が義務付けられた。

法改正に伴い、委員会規程の改

正を行った上で、点検評価及び

公表に係る内容・方法を検討す

るとともに、今年度末までに実

行する必要がある。

2023年3月末 担当事務職員とともに、内

容・評価方法の素案を作成

し、委員会で決議したうえ

で、大学評議会に報告する。

7月20日開催委員会

において承認

全学教職課程委員会と協働し報告書を

作成。年度内にHPで公表予定。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

教育実習や教員採用対策講座

の実施、及び免許状更新講習

の計画運営等について、適時

委員会を開催し決定するとと

もに、教職支援センターと連

携して運営をしてきた。

必要に応じて研究に関して審

議、報告を行っている。

科学研究費の申請者が頭打ち

となっている。

科研費の獲得を目指した、学内

研修会を開催するなどの対策を

講じる必要ある。

2023年3月末 学内で科研費を獲得している

教員を講師とした科研費勉強

会を開催する。

同委員会に対して自己点検評

価及び年次計画の策定の速や

かな履行を要請する

2022年6月29日に3名の教員を講師と

して迎え、令和4年度科研費勉強会を開

催した。若手の教職員が出席し、活発

な質疑応答も行われたこともあり、科

研費申請に向けた一助となった。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。
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❹教育学部（別紙２）

A 例年を上回る良い状況

B 通常の範囲内

C 要経過観察

D 改善を要する

評価 進捗状況 公表状況

教育学部教授会

植木 B 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

自己点検・

評価委員会

岡崎 B 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

人事審査会議

植木 B 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

～5月末まで

部局名 委員長 議長
自己点検・評価（Check） 改善計画・アクションプラン（Plan） 内部質保証推進組織による

概括 所見または提言、助言、指示等

内部質保証シート（附置施設・委員会等）

当年度の重点目標

（学長／内部質保証推進委員会）

①2022年度は内部質保証システム構築後、初めての年度であることから、まずはPDCAサイクルを所期の計画通りに円滑に推進し、質保証に係る一定の成果を今年度末までに得られることを重点課題とする。

②教職員の本来業務や各部局等の通常業務に支障をきたさないことを大前提としながらも、各部局等において質保証の推進に必要な改善の取り組みを自律的に推進する。

③今年度の重点課題は、下記の上位の項目から優先するものとする。ただし、あらゆる課題を全てPDCAサイクルに乗せる必要はなく、重要性や年度内の解決可能性などを考慮して、取り組むべき課題を適切に取捨選択するものとする。

  　⑴各部局等において可及的速やかに処理しなければならない改善課題

 　 ⑵「自己点検・評価報告書2022」において示された改善課題

　  ⑶年次自己点検評価報告書において示された改善課題

  　⑷外部評価委員会で指摘された改善課題

 　 ⑸内部質保証に係る各種方針の実現

     ⑹ビジョン・中期計画を踏まえた目標の実現

　  ⑺新規制度等の実効性や有効性の検証 

 　 ⑻その他

6月 第3週 ７月～翌年3月 翌年6月 第3週

状況計画の取組状況（Do） 取組状況の評価(Check)

7月20日開催委員会

において承認

毎月、グループ長会議を教授会の前日

に開催した（一部他の会議等と時間が

重複した際はメール審議とした場合も

ある）。教授会前に審議事項等につい

て、各グループからの意見の調整を図

ることができている。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

改善課題（Action）
課題／改善目標

月1回の定例と入試判定等の

ための臨時で開催し、適宜必

要な議題について審議・報告

が行われている。事務方との

議題について事前確認を行

い、会議は必要な質疑応答を

踏まえて適切に進行されてい

る。また構成員ではない特任

教授にも出席を依頼し、議決

内容が即座に共有できるよう

に配慮している。したがって

通常の教授会運営がなされて

いると判断される。

議題について、事前に学部内

で検討する機会が設けられて

いない。

教授会資料の事前配付を全教員

に配信する前に、一度、学部

長・学科長・グループ長で議題

を確認する機会設ける。

2023年3月末 教授会での質問や意見への対

応がより円滑に行われ、会議

時間の短縮や効率的な議論が

展開されるように、グループ

長会議（学部長・学科長・グ

ループ長）で事前に教授会の

議題を確認し、追加事項の確

認や、想定される質問や意見

について検討する機会を設け

る。

期　限 方法・手順 具体的な取組状況 内部質保証推進組織による所見

受験者数の減少や入試方法の

改革などの諸事情により、学

生の質がどのように変わって

きているのか、基礎力調査の

結果や諸データを総合的に集

約し、客観的なデータを作成

する必要がある。その上で、

学部としての取り組みについ

て検討していくことが必要で

ある。

「学修成果の見える化」に向け

て基礎力調査結果やGPAなどの

データを活用し課題をみつけ改

善に向けた方針を提案する。

2023年3月末 基礎力調査結果とともに、

GPAや入試制度との関連を分

析した上で、学部の学生の学

習成果の現状を把握し、改善

課題を明確にする。

7月20日開催委員会

において承認

1年生と3年生を対象に基礎力調査を実

施する。99％の学生が受検し、その成

果をフィードバックする。学生一人一

人に、詳細なデータを示し、今後の

キャリアに活かすよう自己を見つめさ

えることが出来た。また、教員間で

も、各学年の全体的な傾向を捉えると

共に、個別のデータをゼミ担当に示す

ことで、学生一人一人への指導に活か

すことが出来た。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

過年度の基礎力調査のデータ

を整理し、GPAや入試種別等

のデータとの関連を図る作業

を行っている。また、昨年度

から新しい基礎力調査を実施

しており、本年度は、1年生

と3年生を対象に初めての対

面での実施となった。学生へ

の結果のフィードバックも行

われており、今後、データの

集約と判断、学部としての取

り組みのチェックと改善が重

要となる。

昇任人事2件、採用人事3件

について選考委員会を設置し

審査を行った。規程に沿って

適切に審査が行われたが、一

部、採用要件に合致した人材

の職位の判断において、現行

の規程や申し合わせ事項の改

定が必要と思われる案件が

あった。具体的には学部卒で

はない者の採用における教育

経験ならびに業績を審査に必

要な起算時点が明記されてい

ない点である。

この件も含めて、教育学部の

実情にあった規程や申し合わ

せの検討が必要である。

学部卒ではない教員の採用時の

職員の審査に必要な申し合わせ

事項を改定する。

2023年3月末 教育学部人事委員会・人事審

査会議にて、学部卒ではない

教員の採用に必要な申し合わ

せ事項を検討し学長に提案す

る。

7月20日開催委員会

において承認

人事規程等について全体的に重複した

内容が規定や申し合わせなどに複数箇

所見られることや、齟齬が有る点に鑑

み、整理する作業が行われ、それに伴

い各学部に見直しすべき点について検

討し意見を提出することが要請され

た。それを受けて教育学部からは、学

部卒ではない教員の採用に支障がでな

いように、文言の修正や経験年数の換

算について意見を提出した。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。
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❹教育学部人事委員会

植木 B 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

予算委員会

植木 B 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

入試委員会

植木 B 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

カリキュラム委

員会

植木 A 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

教務委員会

竹内 B 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

資格加点制度における該当資格の見直

し作業等について、引き続き改善に向

けた取り組みを行う必要性がある。

この件も含めて、教育学部の

実情にあった規程や申し合わ

せの検討が必要である。

学部卒ではない教員の採用時の

職員の審査に必要な申し合わせ

事項を改定する。

2023年3月末 教育学部人事委員会・人事審

査会議にて、学部卒ではない

教員の採用に必要な申し合わ

せ事項を検討し学長に提案す

る。

7月20日開催委員会

において承認

人事規程等について全体的に重複した

内容が規定や申し合わせなどに複数箇

所見られることや、齟齬が有る点に鑑

み、整理する作業が行われ、それに伴

い各学部に見直しすべき点について検

討し意見を提出することが要請され

た。それを受けて教育学部からは、学

部卒ではない教員の採用に支障がでな

いように、文言の修正や経験年数の換

算について意見を提出した。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

今年度は11月末の学部長預かり金や特

別予算で申請配分された金額について

残額を確認し、学部教員に追加で執行

が必要なものについて申し出てもらっ

た。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

第1希望のゼミに配属が不可能となった

学生に対して、第2希望以降の希望調査

のための説明会を対面で開催した。対

面開催により、教員と学生間および学

生同士での情報共有の場が確保できた

こともあり、昨年度より早い段階で学

生のゼミ配属先が確定し、3月教授会で

承認の運びとなった。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

定例（月1回）の委員会に加

え、臨時教務委員会を1回開

催した。本年度は、学生の学

籍、ゼミ配属のための調整、

卒業論文に関すること、遠隔

授業形式（授業15回中8回以

上を遠隔）への変更申請等に

ついて審議した。

ゼミ配属のための調整で、最

終決定が例年（3月教授会）

より2週間程度遅れ、学生へ

の周知までに多くの時間を要

した。

ゼミ配属の希望調査から決定に

至るまでの業務について、見直

しを行い委員の負担を軽減しつ

つ業務の短縮化を図るための検

討が必要。

2023年3月末 ワーキンググループ（例年3

名）を可能な限り早期に構成

し、特に第1希望のゼミに配

属が不可能となった学生に対

する、適切なフォロー（再調

整）の方法を検討する。

7月20日開催委員会

において承認

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

各入試制度ごとの入試は滞り

なく実施され、少子化に加え

てコロナ禍による志願者の減

少を受けて、年内入試にて

85％の合格者をだした。一

般入試とともに共通テスト利

用入試を初めて実施したが、

前期日程と後期日程ともに予

想以上の志願者があり入学者

2名を確保した。結果、125

名の募集定員に対して128名

の入学者となり定員を確保し

た。

学部のカリキュラム改革とし

て、幼稚園教諭一種免許状と

保育士資格取得を可能とする

カリキュラムを策定し、履修

コースとして幼児教育コース

を第4のコースとして設置す

ることを提案し、カリキュラ

ム改訂作業を行い、教授会に

提案・審議を行い、結果、

2022年3月末に幼稚園教諭養

成課程認定ならびに保育士養

成施設開設の申請を行った。

申請内容に関する意見に対す

る対応が必要となること。

申請内容に関する変更意見が生

じた場合、適宜、変更する。

2023年12月末 教職支援センターならびに庶

務部長とカリキュラム検討

WGのメンバーで協議し、変

更内容への対応作業を行い、

適宜，カリキュラム委員会を

通じて教授会に報告してい

く。

7月20日開催委員会

において承認

昇任人事2件、採用人事3件

について選考委員会を設置し

審査を行った。規程に沿って

適切に審査が行われたが、一

部、採用要件に合致した人材

の職位の判断において、現行

の規程や申し合わせ事項の改

定が必要と思われる案件が

あった。具体的には学部卒で

はない者の採用における教育

経験ならびに業績を審査に必

要な起算時点が明記されてい

ない点である。

学部配分された教育研究費に

ついて、申し合わせに従って

配分するとともに、各教員の

教育研究に必要な申請内容を

検討した上で実情に応じた予

算配分が行われている。

コロナ禍ということもあり、

計画どおりの予算執行が行わ

れなかったことで生じた残額

の再配分など、補正予算案の

検討ができなかった。

配分された予算を無駄なく効率

的に教育研究に執行していくた

めに、期限を決めて残高を確認

し、補正予算を組む必要があ

る。

2023年3月末 委員長（学部長）は予算執行

状況と適宜確認しながら、

10月末の残高の状況につい

て予算委員会を開催し、残高

の執行予定を担当教員に確認

する。11月末で生じる残高

の執行について補正予算を組

み年度内の執行計画を作成す

る。

7月20日開催委員会

において承認

幼稚園教諭一種免許状に関する課程認

定については、文科省から認定され、

保育士資格養成施設開設についても、

大阪府から認可がおりた。予定どお

り、令和5年度から幼稚園教諭一種免許

状ならびに保育士資格取得の新しいカ

リキュラムがスタートし、幼児教育

コースを設置することができた。

経年的に志願者数が減る傾向

があったが、コース併願廃止

にともなって志願者数は激減

することになった。実志願者

数に関しても減少している。

実志願者も減少していること

から、志願者増につながる入

試制度の見直しと新たな志願

者（体育志向以外の）獲得の

ための学部改組を提案する。

2023年3月末 教育学部の志願者の受験意欲

を賦活するための入試制度を

検討する。具体的には資格や

課外活動等の加点制度の検討

や指定校の拡充などを検討す

る。

7月20日開催委員会

において承認

今年度の入試の状況については、延べならびに

実数の志願者数は減少したものの、年内入試

（総合型・学校推薦型・指定校推薦・スポーツ

特別など）によって、募集定員125名に迫る入

学予定者を確保することができた（123名）。

一般入試と共通テスト利用入試の合格者を加え

今後の辞退者が昨年並みとすれば十分に定員は

確保できる。教育学部志願者に対して受験意欲

を賦活するための入試制度については、総合型

選抜での1次審査の廃止、志望理由書の記載事

項と記載分量の見直し、学校推薦型選抜の入試

科目見直し（教科の削減など）、共通テスト利

用の廃止、3月に2回目の総合型選抜の実施、特

別総合型選抜のスポーツ特別総合型選抜に加え

て、DASHアスリート特別総合型選抜の導入、

以上について全学入試委員会に提案し、審議・

決定することができた。しかし資格や課外活動

等の加点事項の見直しと指定校推薦枠の拡大、

評定平均の見直しを進行中である。
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❹教育学部ＦＤ委員会

八木 B

教職課程委員会

藤原(彰) B 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

研究委員会

加藤 B 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

  -在外研究部会
加藤 C

  -在外スポーツ

部会
加藤 C

  -紀要部会

加藤 B 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

同委員会に対して具体的な取組状況及

び進捗状況の報告について、速やかな

履行を要請する

関連法令の一部改正により、

課程認定校における認定課程

の教育課程等の点検評価及び

その公表が義務付けられた。

法改正に伴い、委員会規程の改

正を行った上で、点検評価及び

公表に係る内容・方法を検討す

るとともに、今年度末までに実

行する必要がある。

2023年3月末 担当事務職員とともに、内

容・評価方法の素案を作成

し、委員会で決議したうえ

で、大学評議会に報告する。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

2021年度から継続して、授業評価

アンケートをGoogleフォームで実

施する方法を模索している。FD委

員会および各教員が、その実施方

法自体には慣れて定着してきたこ

とは成果だが、実際に「授業改

善」に資するものにできるかどう

か、という岐路に立っている。従

前のように「学外から講師を招聘

して授業改善に資する講話を聞

く」という取り組みも悪くはない

が、せっかく「授業評価アンケー

ト」によって聞き取られた「学生

の声」を生かした授業改善の取り

組みを実現できないものか、委員

会において議論を重ねている段階

である。

（2020年度末に、「学生の声」に

もとづく授業改善の研修を開催し

たことがあるが、これに続く企画

を具体化する必要がある）

実際に「授業改善」に資する

取り組みを具体化できていな

い。

「授業評価アンケート」によっ

て聞き取られた「学生の声」を

生かした授業改善の取り組みを

実現する。

2023年1月 2023年2～3月に実施する想

定で、「本学部の授業改善に

挑む研修会」を企画する。

7月20日開催委員会

において承認

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

教育実習や教員採用対策講座

の実施、及び免許状更新講習

の計画運営等について、適時

委員会を開催し決定するとと

もに、教職支援センターと連

携して運営をしてきた。

投稿論文10本について査読

を行った。外部査読者への依

頼を含め適切に行われ、発刊

も予定通り行われた。また、

個人研究費の申請書の修正を

行い、より適切な研究費の運

用が行われるように務めた。

個人研究費の申請について、

点数の換算項目等について見

直しが必要な部分がある。

個人研究費の申請後の審査にお

いて問題点を洗い出し、点数の

換算項目の再配置を含めた修正

を行う。

2023年3月末 個人研究費の申請後、委員会

において問題点を出し合い、

修正案を提出する。

7月20日開催委員会

において承認

7月20日開催委員会

において承認

全学教職課程委員会と協働し報告書を

作成。年度内にHPで公表予定。

投稿論文数はある程度確保さ

れているが、論文種別の中で

査読が必要な総説・研究論

文・実践論文に該当する投稿

が、それ以外に比べると少な

い傾向にある。

総説・研究論文・実践論文の投

稿を啓蒙し、毎年2～3本は掲載

できるようにする。

2023年3月末 教授会で投稿についてアナウ

ンスをするとともに、投稿を

躊躇している教員の相談にの

り、論文作成のための支援を

行う。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

投稿論文10本について査読

を行った。外部査読者への依

頼を含め適切に行われ、発刊

も予定通り行われた。また、

個人研究費の申請書の修正を

行い、より適切な研究費の運

用が行われるように務めた。

7月20日開催委員会

において承認

研究論文2本、その他、実践報告等の論

文6本について査読を行い、掲載が決定

された。発刊も予定通り行われる予定

である。また、個人研究費の申請書の

修正も3月中に行い、適切な研究費の運

用に務める。

コロナ禍で在外研究について

は活動なし

コロナ禍で在外スポーツに関

する活動なし

個人研究費の申請について、提出され

た問題点について見直しを行った。
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❺附置施設

（別紙２）

A 例年を上回る良い状況

B 通常の範囲内

C 要経過観察

D 改善を要する

評価 進捗状況 公表状況

A 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

A 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

A 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

スポーツ科学セ

ンター

三島 C 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

内部質保証シート（附置施設・委員会等）

当年度の重点目標

（学長／内部質保証推進委員会）

①2022年度は内部質保証システム構築後、初めての年度であることから、まずはPDCAサイクルを所期の計画通りに円滑に推進し、質保証に係る一定の成果を今年度末までに得られることを重点課題とする。

②教職員の本来業務や各部局等の通常業務に支障をきたさないことを大前提としながらも、各部局等において質保証の推進に必要な改善の取り組みを自律的に推進する。

③今年度の重点課題は、下記の上位の項目から優先するものとする。ただし、あらゆる課題を全てPDCAサイクルに乗せる必要はなく、重要性や年度内の解決可能性などを考慮して、取り組むべき課題を適切に取捨選択するものとする。

  　⑴各部局等において可及的速やかに処理しなければならない改善課題

 　 ⑵「自己点検・評価報告書2022」において示された改善課題

　  ⑶年次自己点検評価報告書において示された改善課題

  　⑷外部評価委員会で指摘された改善課題

 　 ⑸内部質保証に係る各種方針の実現

     ⑹ビジョン・中期計画を踏まえた目標の実現

　  ⑺新規制度等の実効性や有効性の検証 

 　 ⑻その他

6月 第3週 ７月～翌年3月 翌年4月 第3週

状況計画の取組状況（Do） 取組状況の評価(Check)

期　限 方法・手順 具体的な取組状況 内部質保証推進組織による所見

～5月末まで

部局名 施設長 所属長
自己点検・評価（Check） 改善計画・アクションプラン（Plan） 内部質保証推進組織による

概括 所見または提言、助言、指示等
改善課題（Action）

課題／改善目標

2023年3月末 関連機器更新のための

1. 基本設計

2. 必要経費の算定

3. 予算確保

4. 設置作業

を実施する．

7月20日開催委員会

において承認

なお前年度の評価について記

入を依頼する

・対外接続回線接続機器増強工事計画

策定・予算請求実施（9月）

・大学有線LAN接続方式（認証型）の

追加計画策定（1月）

・図書館・キャリア支援充電・学内

ネットワーク接続環境整備計画の策定

（1月）

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

授業のオンライン化基盤強化

のため，全教職員，全学生が

利用できるオンラインコミュ

ニケーションツールである 

Google Workspace for 

Education の契約を 

Teaching and Learning 

Upgrade から最上位Ed. で

ある Education Plus に見直

した．

学生持込PCを前提とした

ネットワークの設定項目見直

しと機器配備

2023年3月末 1. 現行設備の性能を限界ま

で引き出せるよう全面的な設

定項目の見直しを実施する．

2. 学生PCの接続可能数増と

教員の円滑な授業運営が行え

るよう全教室に教員用有線

LANアダプターを配置する．

7月20日開催委員会

において承認

なお前年度の評価について記

入を依頼する

・貸出用 Wifi アクセスポイント（3

台）配置（11月）

・Wifi 論理接続可能台数の大幅拡充

（5月）

・教室USB有線LANアダプター配置

（5月）

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

学生持込PCを前提とした

ネットワークの構築

大学教研ネットワーク入出口の

広帯域化，教室WiFi収容数拡充

を行う．

大学教研無線ネットワーク接続

受け入れ数の拡充する．ただし

現在稼働中の機器は耐用年数に

達していないことから，その更

新は実施しない形とする．

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

学生持込PCを前提とした印

刷システムの構築

授業資料印刷を行いやすい環境

の整備

2023年3月末 1. 学生が安全，かつ容易に

印刷を行える新方式を導入す

る．

2. 混乱を招かないよう複雑

な旧方式をできるだけ早く廃

止する．

3. 授業資料の印刷を行いや

すい環境を整える．

4. 印刷方法についてのわか

りやすい案内をホームページ

7月20日開催委員会

において承認

なお前年度の評価について記

入を依頼する

・印刷・スキャンシステムの改修実施

（5月）

・旧学生向印刷方式の廃止（3月）

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

スポーツ科学センターの職

員、特に研究職員が外部の研

究費獲得に向けた取り組みを

行っていなかった。

スポーツ科学センターの研究職

員が、外部の研究費獲得に向け

た取り組みを行う。

2023年3月末 科研費獲得に向けた取り組み

を行う。学内の勉強会等に出

席して科研費獲得に必要な知

識を得るとともに、スポーツ

科学センターと自分自身の研

究の融合を目指した研究課題

の検討を行い、科研費の申請

を行う。

7月20日開催委員会

において承認

6月29日に開催された体育学部研究委

員会主催の令和4年度科研費勉強会に

職員が出席した。科研費獲得者の話を

聞くことで、科研費申請に必要な知識

を得ることができた。ただし、現在

行っている自分自身の研究と照らし合

わせるともう少し検討を行うのに時間

を要することから、2023年度に科研費

申請を行うこととした。

学生持込PCを前提としたソ

フトウェアの整備事業の一つ

として全教職員，全学生が教

育・研究・管理に利用できる

基本ソフトウェアとして 

Microsoft Office 365 A2を

導入した．

スポーツ科学センターは限ら

れた予算で運営を行ってい

る。一方、2021年度にサ

ポート事業を構築した関係で

多くのクラブからサポートの

依頼があり、予算内で充実し

たサポートを提供することが

難しくなる可能性がある．そ

のため，外部から研究費を獲

得し、スポーツ科学センター

運営の一助としたい。

情報処理セン

ター

堤
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❺附置施設

B 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

C 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

学習支援室

長尾 C 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

B 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

C 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

適切な会議の開催と、議事運

営を行うと共に部会の業務内

容を把握する

7月20日開催委員会

において承認

1，コンテンツの整理　　

2，レイアウトの作成　　

3，公開

7月20日開催委員会

において承認

ホームページを管理する広報室と、

2023年度に内容を更新する旨、確認し

た。

冨山

社会貢献センターには、セン

ター事業部会、地域交流部

会、高大連携部会が存在して

いるが、3部会での体制は実

質2022年度からのスタート

である。センター事業として

企画されている事業は、コロ

ナ禍の影響を受けながら、可

能な限りの実施を行った。

社会貢献センターの実施状況

をホームページで公開してい

るが、その内容がアップデー

トされていない

学習支援室からラーニングコ

モンズへの移転作業と並行し

て、コロナ禍において縮小し

ていた学習支援業務の拡充を

進めた。ラーニングコモンズ

の整備計画については、学園

100周年記念予算によって情

報処理実習室Aの改修が完了

した（3月末）。しかし、残

り半分の情報処理実習室Bを

改修する特別予算の申請が認

められず、完成の目途がたっ

ていない。また、前年度に引

き続き、学習支援室主任が採

用できず、不在のまま現職教

員を主任代行としていたが、

業務に様々な支障（連携部署

との連絡が不充分になる、年

次報告を実施できない、な

ど）が出た。（2023年4月

に学習支援室主任を採用）

2023年3月末 海外大学との事業を公募す

る。

7月20日開催委員会

において承認

海外大学との事業を公募したが１件

も応募がなかった。しかし、シンガ

ポールの大学と学生交流等を主体と

するMOU協定を締結し、令和5年3

月7日から3月9日に同大学と交流を

行った。

コロナ禍において、留学希望

学生へのサポートと留学生へ

のサポートは適切に行われ

た。

海外協定校数が少ない。

地域交流部会、高大連携部会

の業務内容を整理し、運営を

平準化する。

2023年度は委員会メンバーの改選期に

あたることから、センターの部会運営

が円滑に進むように人選を行っても

らった。

2023年3月末 ・ピアチューターの確保

・チューター業務の見直し

・学習支援室主任の採用

・入試部や大学授業担当者と

連携し入学前教育サイトを整

備

・浪商高校と連携して内部進

学者への入学前教育を実施

・旧情報処理実習室を改修し

てラーニングコモンズとし、

学生の自律学習を促す環境を

整備

同室に対して自己点検評価及

び年次計画の策定の速やかな

履行を要請する

・ピアチューター研修（9月13日）を

実施、新規に6名のピアチューターを

採用した

・チューター全員が非リモート勤務に

完全復帰した

・入試部のサイトにリンクした入学前

教育サイトを整備し、学生の入学後も

学習支援室が継続してフォローできる

体制を構築した（11月～）

・入学前教育の不振者を抽出し、浪商

高校からの進学者については高校と連

携して指導強化（個別呼び出しなど）

を行った（2月～）

・旧情報処理実習室Aのラーニングコ

モンズとしての改修（教壇の撤去、検

温器、書棚、給湯設備等の設置、机や

椅子の入れ替えなど）を完了（3月

末）、情報処理実習室B改修のための

特別予算申請を行った

・施設課職員1名がラーニングコモン

ズに着任し、改修の計画・実行や利用

者窓口対応（授業資料無償印刷用のプ

リンターの管理含む）、業務の整理・

社会貢献セン

ター

国際交流セン

ター

前島

留学希望学生と留学生への支

援の充実

留学希望学生へのスポーツ英語

教育と留学生への日本語教育の

展開

2022年7月末 ・ 7月20日開催委員会

において承認

日本語講座とスポーツ英語講座を

開催した。日本語講座は毎週木曜

日の3限に開講し、主に大学院留学

生が参加していた。スポーツ英語

講座は英語のネイティブスピーカー

で、スポーツに造詣が深い講師の選

出に時間を要し、3回実施予定のと

ころ2回しか実施できなかった。

社会貢献センター3部会の円滑

な部会運営

2022年3月末

ホームページの活性化 ホームページの内容を更新し、

センターの活動を公開する

2022年3月末

・感染対策などの新しい条件

を満たしながら、対面指導を

量的に拡大する

・ラーニングコモンズへの移

転を完了し、環境整備を進め

る

・学習支援室主任、チュー

ター、ピアチューター、教務補

佐などスタッフの安定的確保

・チューター業務の整理と

チューターの合理的配置

・コロナ後体制での入学前教育

制度の整備（附属校から進学す

る学生への対応を含む）

・ラーニングコモンズ改修

海外協定校の拡大、既存の協

定校との再協定

海外協定校の数を拡大するため

の調査を行い、可能な場合は年

度内に協定を結ぶ。
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❺附置施設

A 完了

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

A 実施中

『大阪体

育大学公

式HP』

において

適切に公

表されて

いる。

図書館

岡村

図書館、学術情報サービスを

提供するための資料や利用環

境などの体制を備え、それら

は適切に機能している。

図書館システムの更新 方法・手順どおり滞りなく進捗し８月

下旬に完了した。

現行の図書館システを最新バー

ジョンに移行するとともに、図

書館ホームページを再構成す

る。

2023年3月末

「大阪体育大学紀要」、「大阪体育大

学教育学研究」ともに創刊からのメタ

データ作成及び各論文等の全文の登録

作業（登録申請書が提出された論文等

のみ）を進めている。（「大阪体育大

学紀要」の全文登録は第31巻以降の論

文等が対象）3月末には公開予定であ

る。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

学術リポジトリの充実 学術リポジトリに収載する内容

を検討し充実させる。

2023年3月末 学術リポジトリにおける本学

紀要をアーカイブ化する。

7月20日開催委員会

において承認

現図書館システムCARINを

最新バージョンに移行すると

ともに、図書館ホームページ

についても現行の構成を踏襲

したうえで再構成し、新たに

構築のうえ一新する。

7月20日開催委員会

において承認

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。
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